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滝沢村の　　　　　　　 
　　経営品質運動に学ぶ 
～創造的自治体　　　　　　　　 
　　　　マネジメントへの挑戦～ 

第５回講演（１月17日実施） 
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１．はじめに

今日は我々「関西経営品質協議会」が推進し

ている経営品質向上プログラムの理念と仕組み、

推進方法をご紹介させていただきます。

我々が推進している日本経営品質賞というの

は、お客様本位の経営の仕組みをつくりあげ、

それを実践していくことが目的です。

経営というと、企業･産業界をイメージされ

ると思いますが、世界各国で取り組まれている

経営品質向上プログラムは、企業組織にとどま

らず、大学などの教育機関や病院、行政・地方

自治体など様々な組織でその取り組みが行われ

ています。日本での取り組みはまだまだこれか

らですが、世界中にその考え方と仕組みが急速

に広がっています。今日はぜひともこの考え方

と仕組みをご理解いただき、ご自身のご担当分

野でも実践していただきたいと思います。

２．経営品質向上プログラムとは － モノの品

質から経営の品質へ

我々が目指しているのはモノの品質ではなく

経営品質向上への取り組みです。1995年12月に、

7社会経済生産性本部が日本経営品質賞を創設

しました。最初の表彰企業は翌年の1996年に誕

生しています。この日本経営品質賞の考え方は、

「お客様が求める価値をつくり上げ提供してい

く」というものであり、お客様本位の立場で、

顧客視点から自分たちの仕事のあり方、組織の

「経営品質とは」 
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あり方を見直すことにより、経営革新を実現し

ていくというのが基本的なコンセプトです。そ

して、それを長期的に継続して行っていくため

の仕組みをつくるということです。

よく賞を取ることが目的なのかと勘違いされ

ますが、むしろその考え方を実践していくこと

が大切です。賞も一度取ったら終わりではなく、

「クオリティ・ジャーニー（果てしなき経営品

質への旅）」といわれるように、その考え方を

継続して実践していくことが求められます。受

賞企業の中には、２回目、３回目の受賞にチャ

レンジするという企業もあるほどです。大切な

のは、その考え方を実践し身につけるというこ

とです。

経営品質向上プログラムでは、「パフォーマ

ンス・エクセレンス」という言葉が最大のキー

ワードだといえます｡一言でいえば、「お客様本

位に基づく卓越した業績を生み出す仕組みづく

り」ということです。いくらいいことを言って

いても、仕組みができなければ結果に結びつき

ません。逆に、仕組みができれば、それを実現

できるのです。経営品質向上プログラムを実行

していくためには、「お客様」「競争」「変革」

の３つが重要です。「競争」という言葉がピン

とこない方もいらっしゃいますが、病院、大学、

など様々な組織が競争しています。たとえば、

病院では最近は医療費の値上げや規制緩和でお
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客様（患者さん）の選別がますます厳しくなり

競争が激しくなっていますし、大学は受験生が

かっての半分になっています。病院も大学も中

途半端な経営ではとても生き残っていけません。

そこで、病院や大学などの教育機関、行政など

様々な組織が自分たちの競争相手を研究し、そ

の良いところを学ぼうという動きが活発化して

います。これを「ベンチマーキング」といいま

す。非常にすぐれた経営をしているライバルに

学べということですが、同業他社のみならず他

業界も対象となります。競争というと「勝つ」

とか「負ける」といったことを連想しますが、

その本質はお客様のニーズに最大限こたえてい

くための競争に他なりません。「顧客」の満足

を得るために「競争」し「変革」を実現してい

く。これが３つのキーワードの意味です。

また、経営品質向上プログラムに取り組み成

果をあげるためには、「組織風土を変える」「組

織で働く社員の気持ちを変え、士気を高める」

ことが必要不可欠です。企業風土、組織風土を

変えるための仕組みを作り上げていくことも

「経営品質向上プログラム」の大切な目標だと

いえます。

さらに、経営の一貫性を非常に重視していま

す。経営トップがいくら立派なビジョンを打ち

出しても現場にはそれが伝わっていない。ある

いは、組織が目指している方向がそれぞれの部

門間で受け止め方が違うといったことではだめ

だということです。営業は一生懸命お客様のク

レームに対応しているけれども、製造現場には

その情報が伝わっていない。技術や設計にクレ

ーム情報が伝わらず、相変わらず同じ商品を設

計し、製造し続けている。これが一貫性がない

ということです。組織というのはいくつかの部

門がありますが、全員が同じ方向を向き、同じ

目標に向かってコラボレートすることで、経営

全体の最適化や一貫性が実現できます。

昨今のように変化の激しい時代にあっては、

経営全体の方向感がなくなり、組織がどちらに

向かおうとしているのかが社員に伝わりません。

そこで将来方向を示す経営のビジョンが必要と

なり、その役割が重要になってきます。自らの

組織が何を目指し、何を大切にしようとしてい

るのか、どのようになりたいのかを明確にする

ことが大切です。それだけに、明快でわかりや

すく、シンプルな経営ビジョンが必要となりま

す。

次に、経営品質向上プログラムではそういっ

た観点から、自分たちの組織の実態を把握しあ

るべき姿とのギャップを明らかにします。これ

がアセスメントです。その際に自己評価すると

いうことがポイントです。当事者自らが自分自

身の組織を正しく認識し、強みを伸ばし弱みを

改善していくことで、「ラーニング・オーガニ

ゼーション（学習する組織づくり）」を目指し

ます。大企業、中小企業、そして企業だけでは

なく行政、病院、学校、いろいろなところでこ

の運動が広がろうとしています。もちろんこの

取り組みは全社組織でなくても、ある営業所・

事業所だけ、ある工場だけで取り組むことも可

能です。

また、「すでにＩＳＯに取り組んでいる」と

か「バランススコアカードなどのビジネスモデ

ルを導入しようとしているので、経営品質向上

への取り組みは、それらと重複する」とか、あ

るいは「社内での取り組みに矛盾を引き起こす

可能性があるのではないか」というご質問を受
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けますがそうではありません。すでに導入して

いる仕組みや現在取り組んでいるビジネスモデ

ルがあれば、それらを生かし、どのようにして

経営全体の最適化を図るかを検討するのが経営

品質向上プログラムです。

経営品質向上プログラムにはアセスメント基

準としての８つのカテゴリーがあります。カテ

ゴリーというのは物差し（基準）です。この

「８つの基準」を使って組織の活動実態を評価

するということであり、これが経営品質賞の審

査基準にもなるわけです。そのアセスメントを

行うのが、日本経営品質協議会が認定するセル

フアセッサーであり、この８つの基準で自分の

組織を自己点検することが最大の目的です。

もう１つ、重要な役割を果たしているのが、

「組織プロフィール」の作成であり、我々は

「自分自身の姿を鏡に映す」といっています。

具体的な展開方法は後で述べますが、目的は、

経営のビジョンを明確にすることです。そのた

めに、「自分の組織のお客様は誰で、そのお客

様はどういうニーズを持っているのか？」「世

の中の変化や世の中の動向、あるいは競争相手

の動向を把握しながらこれからの事業領域を設

定しよう」ということです。この作業を抜きに

して、いきなりアセスメントを行っても的確な

活動実態把握はできません。何故なら、何のた

めにアセスメントを行うかが明確になっていな

いからです。この組織プロフィールを作成し、

自分たちの組織の将来の姿を語り合うだけでも

大きなメリットがあります。

３．経営品質向上プログラムの歴史と発展過程

日本経営品質賞は、アメリカのＭＢ賞（マル

コム・ボルドリッジ国家品質賞）をモデルに創

設されましたが、そのルーツは日本の品質向上

運動です。マルコム・ボルドリッジさんはレー

ガン政権時代の商務長官であり、賞が創設され

た1987年に不慮の事故で亡くなったため、その

名前がつけられました。現在、企業としては製

造業や中小企業部門、そして教育部門がありま

す。今年は３月31日と４月１日に授賞式である

「クエスト会議」が開催されますが、表彰され

るとホワイトハウスで記念パーティが開催され、

経営幹部はもちろん社員代表が招待してもらえ

るそうです。その感激が忘れられずに、再度

ＭＢ賞にチャレンジする会社が出てくるという

話です。州賞、地方賞もあります。近いうちに、

行政・地方自治体も表彰の対象となっていくで

しょう。このＭＢ賞をモデルにした経営品質向

上運動は世界中に広がり、世界60か国以上で取

り組みが行われています｡

経営品質向上プログラムの考え方を理解する

ためには、その歴史的背景を理解することが大

切です。これは我々の仲間が集めた情報ですが、

ＭＢ賞というのは、彼らが日本の優良企業の経

営実態を研究してつくったといわれています。

ですから、もともとは日本の経営、とりわけ日

本の品質管理のマネジメントの仕組みが出発点

だといえます。

1949年に、アメリカの進駐軍がＣＣＳ経営者

講座を開設します。彼らは1945年に民間通信局

を設置し、アメリカ政府のメッセージを日本の

国民に伝えることを目的として活動を始めます

が、うまくいきませんでした。なぜかというと、

日本の通信機器の性能が悪かった、特に真空管

の不良率が高いということが大きな問題になり

ました。

当時の日本の真空管の不良率は80％、その寿

命はわずか3000時間だったそうです。そこで、
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日本の国力を増強し、産業界のマネジメントレ

ベルを上げるために、日本企業に品質管理の手

法を教えようとしました。これが皆さんが良く

ご存知の、ＴＱＣ活動であり、デミング賞創設

へと発展したわけです。もともとはアメリカの

マネジメントツールであったものが、日本で急

速に普及・発展し、世界中の注目を集めたわけ

です。その日本の品質管理、特にＴＱＣ活動の

手法を導入しようと、アメリカは徹底的に研究

調査してＭＢ賞を作りました。当時の品質管理

というのは当然製造プロセスであり、ものの品

質でした。しかし、ものの品質を高めるには、

経営全体の品質を高めないといけないことに注

目します。また、米国が学んだ日本の経営のど

こが優れているかというと、「自分の会社の従

業員を大切にしている」ということです。アメ

リカの会社は、「毎日がリストラ」という社会

風土があります。ところが、今はどうでしょう。

もしかすると、アメリカの企業、アジアなどの

その他の国々の方が日本の会社よりも社員を大

切にしているかもしれません。さらに、彼らが

注目したのは、お客様の満足度を高めるために

は、何よりも自社の社員の満足度を高めなけれ

ばならなということでした。従業員の満足を確

保できない組織が、お客様の満足を確保するこ

とは難しいということです。ですから、経営品

質向上プログラムに取り組んでいる企業では、

「従業員満足度調査」を実施するなど社員の満

足度を高めるために様々な努力を行っています。

例えば、２回のＭＢ賞を受賞したリッツ・カー

ルトンでは、同業他社と比べて社員の定着率が

どれだけ良いか、離職率はどれだけ低いかがデ

ータとして示されています。

４．日本企業の経営の「強み」を生かし「弱み」

を改善する

ＭＢ賞と日本経営品質賞を第二次世界大戦の

日米の戦闘機に例えた話があります。第二次世

界大戦中、アメリカはゼロ戦という非常に優秀

な戦闘機にてこずりました。そこで、撃ち落と

したゼロ戦の破片を拾い集めて、それを徹底的

に研究し、その強みと弱みを徹底研究しグラマ

ンという優秀な名戦闘機を誕生させます。それ

がＭＢ賞です。今、我々がそのＭＢ賞と競争し

ているわけです。お互いが切磋琢磨する、ビジ

ネスモデルどうしの競争です。このグラマンに

勝てる新型ゼロ戦を開発しようというのが、

我々の日本経営品質賞です。

かってアメリカが日本企業を徹底研究したと

き、日本の経営の強みに学び、また、弱みを改

善・改良しながらＭＢ賞を作ったと言われてい

ます。強みというのは、ものの品質を高めるた

めのマネジメント力であり、ＴＱＣ活動に代表

されます。ただし、それは製造現場の品質だけ

に終わっています。また、弱みとして、彼らは

経営ビジョンや戦略が現場での具体的業務推進

に十分反映されていない場合がある点を指摘し

ました。たとえば、日本の多くの会社には社

是・社訓がありますが、それが具体的な社員の

行動指針に結びついていないケースもあります。

日本企業はどちらかといえば、ビジョンや戦略

をおろそかにしているというのが彼らが認識し

た日本の経営の弱みでした。

もうひとつ、日本企業は製造プロセスのＰＤＣＡ

管理は強いけれども、経営そのもののＰＤＣＡ管

理は決して強いとは言えないことにも注目しま

した。そこで、ＭＢ賞では具体的成果を重視し、

その成果を生み出すためのプロセスを改善・改

革していく具体的な仕組みを作り上げました。
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企業経営には「Plan（計画）・Do（実行）・

Check（評価）・Action（改善）」といわれる

マネジメントサイクルがあります。三重県の北

川知事は「Ｐlan・Ｄo・Ｓee」と言っています。

（Seeが評価・改善）昨今の変化の激しい時代に

あっては、年度当初に作った計画・目標が１年

間修正なしで一貫し続けることはほとんどあり

得ません。そこで、CheckとＡctionが重要にな

ります。北川知事はそのために情報を公開しな

がら、特にＳee（チェック、アクション）に力

を入れて行政のマネジメントを展開しておられ

るそうです。

日本企業の経営の「強み」を生かし「弱み」

を改善することこそが経営品質向上プログラム

の最大のねらいだといえます。

５．テキサス・ネームプレート社

―　弱者を強くするアメリカの経営風土

ＭＢ賞の受賞企業というと、ＩＢＭ、ゼロッ

クス、リッツ・カールトンといった大企業ばか

りが引き合いに出されます。しかし、今日はあ

えて皆さんにあまり知られていない「テキサ

ス・ネームプレート社」をご紹介します。テキ

サス・ネームプレート社は年商が５億5000万円、

従業員数はわずか66名という小さな企業です。

なぜそのような小さな会社を紹介するかという

と、ＭＢ賞はこのような中小企業や零細企業を

表彰することにより、弱者を保護するのではな

く鍛えて強くしていくことを目指しているとい

うことを理解していただきたいからです。テキ

サス・ネームプレート社は、ＭＢ賞受賞の前は、

ＴＱＣ、ＴＱＭ、ＩＳＯに取り組んでいました。

受賞したときのトップは２代目社長で、「これ

まで、ＴＱＣ、ＴＱＭ、ＩＳＯに取り組んでき

て、何故、ＭＢ賞にチャレンジしないといけな

いのか」と言う父親の反対を押し切って、ＭＢ

賞にチャレンジしたそうです。作っている商品

は、冷蔵庫やトラック、コンピュータ用のネー

ムプレートですが、利益率はなんと60％です。

ＭＢ賞の仕組みを導入し、顧客満足を追求する

ことによって、高付加価値経営が実現したわけ

です。アメリカには弱者を保護するのではなく、

強くしていこうという経営風土があり、中小零

細企業もどんどんＭＢ賞にチャレンジしていま

す。

６．経営品質向上プログラムを成功させる３つ

の条件

同じ商品とサービスを提供してもお客様が期

待する満足度の水準は異なります。ですから

「顧客の期待水準から実際の達成水準を差し引

いたものが顧客満足度」になります。同じ商品

を提供してもお客様の期待度が高ければ高いほ

ど不満も出やすい、逆にお客様が何も期待して

いなければ、結果として顧客の満足度は高いと

いうことになります。ここに顧客満足を追求し

てそれを満たしていく難しさがあり、それを達

成していくための「経営品質向上プログラム」

の役割があります。それを土俵にしてビジネス

をしないと会社はよくならないし、利益も生ま

れてきません。

それを実現するためには、経営全体の最適化
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を図るということが重要です。私は「勝利の方

程式」と言っていますが、「戦略×戦術×武

器×兵力＝成果」がそれです。たとえ、戦略ビ

ジョンが立派でもそれを実行していく戦術、す

なわちＰＤＣＡ管理の仕組みがなければなりま

せん。また、武器すなわち他社が真似のできな

い「独自能力」をつくりあげ、それを使いこな

していく兵力を育てなければなりません。これ

らが掛け算となり相乗効果を発揮してはじめて

具体的な成果が生まれます。

この「勝利の方程式」を完成させるためには、

経営の実態把握を行うことにより強みを伸ばし、

弱みを改善する。それを継続的に行うことによ

って、はじめて経営の有効性を確保し自らの組

織の革新能力を高めることが可能となります。

そこで、経営品質向上プログラムを推進し、成

功を収めるためには、次に述べる３つの条件を

満たすことがポイントとなります。

第１番目は「経営ビジョン」を明確にし、変

化対応力を高めるということです。ある会社の

社長さんに「経営ビジョンとは何ですか」と質

問すると、その受けとめ方は様々でしょう。10

人聞けば10人とも違う答えが返ってくるかも知

れません。それでは仕組みになりません。我々

の言う経営ビジョンは、「お客様に対する価値

を具体的にどのように提供しているかという方

針・考え方を明確にしなさい」というものです。

それを実践するために「ＷＨＯ」「ＷＨＡＴ」

「ＨＯＷ」という３つのキーワードを活用しま

す。「ＷＨＯ（誰に？）」「ＷＨＡＴ（何を？）」

「ＨＯＷ（いかに？）」の問いかけに答えること

により、自らの事業領域を再設定します。最初

に述べた組織プロフィール作成の大切な目標で

す。「誰のどのようなニーズに応えようとして

いるのか？」「そのためにあなたの組織は何に

こだわり、どのようになりたいのか？」「どう

いう仕組みを作ろうとしているのか？」が明確

になります｡

病院では、患者さんがお客様です。大学・学

校では学生がお客様です。地方自治体では地域

で生活する人々や事業所・法人組織などがお客

様になります。そのために自らが顧客満足度調

査を実施したり、大学でも学生が先生方の評価

を行い、学生のクレームにもしっかり対応して

いくなどの取り組みが行われています。大量生

産時代は、良いものを作れば売れる時代でした。

しかし、今は必ずしもそうではありません。す

べてのお客様に「いい顔」をしながら、商売を

することが困難な時代だといえます。そこで、

あるお客様のニーズに特化する必然性が生じま

す。これが、経営戦略策定でとくに重要な「選

択と集中」あるいは「事業領域、生存領域の再

設定」ということです。今もっとも注目を集め、

重視されている戦略発想です。簡単にいえば、

「自分たちのお客様をしっかり定義づけしなさ

い」ということに他なりません。例えば、ある

製造メーカーの社員にこの質問をぶつけると、

ある社員は「自分達のお客様は自社の商品を買

ってくれる卸売業や小売業」だというかも知れ

ません。ところが、別の社員は「いや、違うで

しょう。実際に自分の商品を使っている最終消

費者こそが我々のお客様だ」と言うかも知れま

せん。同じ組織でも認識が違うのです。皆さん

地方行政、地方自治体でも各部門によって「誰

がお客様か？」は異なってくると思います。

経営戦略やマーケティングの分野では、これ

を事業コンセプトといいます。この事業コンセ

プトを明確にせずに、様々な努力をし、いくら

頑張っても、むだが多いということです。
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第２番目は、事業コンセプトを実現していく

ために、「独自能力」をつくりあげていこうと

いうことです。経営品質向上プログラムで「独

自能力」というのは、言葉の通り、同じ商売を

している、同じことをやっている他社がもって

いない独自の強みのことです。例えば価格が安

いということがありますが、今の時代、価格競

争にのみ込まれていったらどうなるでしょうか。

価格競争だけで中国に勝つのはそうとう難しい

といえます。

今こそ、日本が、関西・大阪の地域が、価格

競争だけではなく、お客様が認める価値を提供

するための独自能力のあり方をしっかり確認す

る必要があると思います。そのためには、「特

定のお客様に特化して、どこにも負けないきめ

の細かいサービスを提供する」「納期ではどこ

にも負けない」あるいは「売ったあとのアフタ

ーサービスが他社よりも優れている」「地域密

着型で事業を展開していきます」といった他社

が真似のできない経営を実現するための仕組み

をつくりあげていく必要があります。これが

「独自能力」の意味です。

第３番目に大切なことは、組織風土をいかに

して顧客志向に変革していくかということです。

組織風土とは、企業の文化（カルチャー）、あ

るいは社員の気持ち（マインド）です。いくら

戦略が立派でも、組織風土が内向きであったり、

社員が常に不満を感じ、ストレスを感じながら

仕事をしていては良い成果は生まれません。

組織を強くするためのもっとも効果的な方法

は、社員の「気づき」を喚起していくというこ

とです。経営品質向上プログラムでは、「８つ

の基準」を評価する段階を「組織の成熟度」に

置いています。人間は他人から正しいことをい

われてもそれを素直に受け入れて変わることは

なかなかできないものです。ところが「ああ、

そうか」と自ら気づけば変わる可能性があるの

です。社員の気づきを喚起することによって、

より高い目標にチャレンジし、様々なことを継

続して改善していくことのできる強い組織に変

身できます。

組織のメンバーが納得できるビジョンを明ら

かにする。その経営ビジョンの達成に向けて

「ラーニング・オーガニゼーション（学習する

組織）」を作り上げていこうということです。

７．事業コンセプトの創造

～組織プロフィール作成の目的～

では、具体的な取り組み手順について述べた

いと思います｡

組織プロフィールで、まず自分の組織の姿が

どうなっているかを確認します。次に、８つの

基準で経営活動、組織活動の実態を把握し自己

評価していきます。ここで、大切なことは、何

のために組織プロフィールを作成するのかとい

う目的を明確にすることです。

組織プロフィール作成は経営品質向上プログ

ラムに取り組む入り口であり、将来に向けての

事業領域を見極めるための重要な役割を担って

います。言い換えれば、自分の組織の姿を、世

の中の変化という鏡に映し出しながら事業コン

セプトを明確にするということです。

企業であろうが、病院、研究・教育機関でも、

そして行政・地方自治体であってもターゲット

顧客を明確にし、その顧客に対してどのような

価値を提供すべきかを明らかにする必要があり

ます。地方自治体であれば、住民、事業所など

の組織が顧客になりますが、そのお客様にとっ

てどれだけ魅力あるサービスを提供できている
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のか、そのサービスを提供していく人材のある

べき姿や仕組みはどうあるべきかを検討すると

いうことです。重要なのは、組織としての将来

ビジョンやミッション（任務）であり、理念で

す。理念は具体的であり、かつ、明快でわかり

やすくなければ意味がありません。

８．ターゲットの策定

－顧客満足経営に取り組む

企業の生きた事例から

ベビー用品メーカーのアップリカ葛西という

会社があります。この会社はベビーカーを開発

する際に、お客様をどのように定義づけしてい

るのでしょうか。誰の、どのようなニーズに応

えようとしているのでしょうか。母親でしょう

か？それともおばあちゃんでしょうか。答えは、

「赤ちゃん」です。赤ちゃんのニーズに応えて

ベビーカーを開発しているのです。ところが、

赤ちゃんは自分でしゃべれませんし、「座り心

地が良い」とも「悪い」とも伝えることはでき

ません。そこで、実際の購買決定者である母親

のニーズ、すなわち、「軽い」とか「たたみや

すい」、あるいは「シートの肌触りがいい」と

か「価格が安い」といった点が開発目標となり

ます。ところが葛西会長（前社長）は、本当の

ユーザーである赤ちゃんのニーズに応えること

を開発目標に掲げました。そこで赤ちゃんにつ

いての育児や医学の専門家の協力を得て「赤ち

ゃんの体の最大の弱点を保護する」ことをベビ

ーカーの開発目標にします。「ゼロから３歳児

までの赤ちゃんは頭の後ろが非常に弱い。事故

で振動があったときには、頭の後ろを傷つけや

すい。そこで、徹底的に、ゼロから３歳児まで

の赤ちゃんの脳を守るベビーカーを開発しよ

う」と決意しました。そのために育児や医学の

専門家を集めて「育児研究会」を設立しました。

漫画家の手塚治虫さんもアップリカ葛西の顧問

をしておられたそうです。赤ちゃんの気持ち、

赤ちゃんの体の構造など、赤ちゃんのニーズに

ついての仮説を作って、そのニーズに応えるた

めの商品開発を進めていく。本当のお客様は誰

で、そのお客様はどのようなニーズをもってい

るのか、そのニーズを満たすためにどのような

価値を提供していけば良いのか？それを真剣に

考えることが顧客価値経営の真骨頂だといえま

す。

三浦工業というボイラーを作っている会社が

あります。もともとは中小企業だったのですが、

急成長し今は堂々たる業界のトップメーカーで

す。しかも不況に強い会社で、この厳しい状況

の中でも業績は堅調です。

この業界の大手メーカーのほとんどは大型ボ

イラーを主たる製品にしていましたが、創業者

である前社長の三浦氏は小型ボイラーにこだわ

り続けました。何故でしょうか？それは、顧客

ターゲットを中小・零細企業の経営者に絞り込

んだからです。大型ボイラーは専門のボイラー

技師を雇わないといけない。しかし、小型ボイ

ラーは専属の技師を必要としないので、経営者

はそれだけ人件費を節約できます。大型ボイラ

ーと同じ性能を確保しようと思えば、小型ボイ

ラーをつなぎ合わせれば良く、そのためのノウ

ハウを提供するのです。専属のボイラー技師を

抱えることのできない中小・零細企業の省人化

のニーズに応えつづけるという事業コンセプト

は大変明快です。

また、専属のボイラー技師がいない中小企業

の経営者が一番困るのは、ボイラーが故障した

ときです。ボイラーが動かなければ商売ができ
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なくなります。そこで三浦氏はメンテ事業の有

料化を決意します。「24時間メンテナンス」や

「オンライン・メンテナンス」がそれです。「故

障やトラブルがあった場合は、即座に適切な対

応を検討し、必要があれば、ただちに現場に駆

けつける」というわけです。通常、サービス事

業や保守事業などの修理部門は、収益化が難し

いといわれており、三浦氏がメンテ部門を事業

化しようとした際にも、代理店や社内の営業部

門は猛反対したそうです。ところが、当社のメ

ンテ事業は売上の３割を占めるまでに拡大して

います。顧客ターゲットをどのように選択し、

絞り込むのか？その顧客のどのようなニーズに

こたえていくのかを明確にしていくということ

がいかに大切かをご理解いただけると思います。

積水ハウスという会社があります。この会社

では、家を売ったあとのお客様の満足度を高め

ることをもっとも重視しています。ある時山口

県にいるこの会社のナンバーワン営業社員の行

動を追跡調査しました。通常の住宅メーカーの

営業活動は、展示場に来るお客様にアプローチ

し、成約するまでが中心となります。また、家

を引き渡したところで営業の仕事は終わってし

まいます。しかし、そのナンバーワン営業社員

は、年間40件以上の成約を20数年間続けていた

そうです。その成功の最大の理由は、契約し、

販売したあとのお客様を大切にしていたという

のです。建築現場の写真を撮ってお客様のとこ

ろに報告に行ったり、「引渡し後、実際に生活

を始めたお客様に対して、何かご不満はありま

せんか」といったことを聞きにいくことで、そ

のお客様が次のお客様を紹介してくれる。年間

40件のほとんどが家を売ったお客様からの紹介

受注だそうです。同社の和田社長はこれを全社

の営業方針として掲げ、マニュアルにして、業

績を伸ばしておられます。

９．組織の活動実態を把握するための「８つの

基準」

組織プロフィール作成を通して、顧客ターゲ

ットを明確にし、「我々の組織は何を大切にし

ているのか？」を問いかけ、また、「どのよう

な組織になりたいのか？」「顧客にどのような

価値を提供するのか？」を明確にします。

その次の作業はそれらの目標達成に向けて、

「８つの基準」により組織の経営実態を把握す

ることです。それが８つのカテゴリーです。１

番目は、経営幹部のリーダーシップです。２つ

目は、昨今の重要課題ともいえる「コンプライ

アンス経営」であり、企業の社会的責任であり、

お客様に嘘をつかない経営のあり方です。３番

目が「顧客・市場の理解と対応」であり、４番

目は「戦略の策定と展開」、５番目は「個人と

組織の能力向上」、６番目は「価値創造のプロ

セス」、７番目は「情報マネジメント」、８番目

が「活動の成果」です。大切なことは、組織の

プロフィールを自ら把握することによって自分

たちがどうなりたいかを明確にしたうえで、こ

の８つのアセスメントのカテゴリーで自分たち

の組織の活動実態を評価していくことです。

皆さんは、この中で何が一番重要だと思われ

ますか。ある人は「経営者がすべて！トップの

リーダーシップが最も重要」（カテゴリー１）

と言うかもしれません。ある人は「何よりもお

客様を理解することが大切」（カテゴリー３）

だと思うかもしれません。それでいいのです。

「ご自分が一番大切だと思われること」「あるい

は取り組みやすいところ」から始めていただけ
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れば良いと思います。

私自身の経験でいえば、カテゴリー３の「顧

客・市場の理解と対応」から始めるのが取り組

みやすいと思います。これをしっかりやれば、

顧客・市場に対して組織の中で共通の認識をも

つことができます。次に、そのためにどういう

戦略が必要か（カテゴリー４）、そのために、

どのような強みを生かし、その弱みを改善して

いかなければならないかが自ずと明らかになり

ます。あるいは、ライバルと競争するために、

お客様のニーズに応えていくために、どのよう

な業務の仕組みを作るべきか（カテゴリー６）、

お客様の満足度を高めるためにどのような組織

の仕組みが必要で社員には何が求められるのか

（カテゴリー５）を検討する必要に迫られます。

とりあえずは「顧客・市場の理解と対応」から

始めてみると良いでしょう。実際にやってみる

と、「おやっ」と思われるかもしれません。人

によってお客様の認識の仕方がかなり違うから

です。だからこそ取り組む意味があるのです。

当然、カテゴリー８の「活動成果」も重視し

ています。米国のＭＢ賞は最初に受賞した企業

が受賞後に業績が低迷したために、評価におけ

る「活動成果」の点数ウェイトを高めてきまし

た。カテゴリー７の「情報のマネジメント」で

はＩＴ戦略がキーワードになっています。要は、

ノウハウや知識、自分たちのやり方の良いとこ

ろを共有化しようということです。「ある目的

を達成するためにもっとも効果的な方法があ

る」それは、Ａさんは知っているが、同僚であ

る隣のＢさんは知らない。あるいは、営業部門

にはお客様のクレームの大切な情報が伝わって

いるけれども、設計や技術には伝わっていない。

そういうことではだめだということです。大切

な情報・ノウハウは自分たちの組織全部で共有

化しようというのが、カテゴリー７の「情報マ

ネジメント」の最大の目的なのです。情報シス

テム、ＩＴはあくまでも目標を達成するための

手段にすぎないということです。

10．勝者の組織づくりを目指す

皆さんは「勝者の組織」と「敗者の組織」の

分かれ目は何だと思いますか？それは「社員の

気づき」のあるなしです。単に仕組みができて

いるだけでは、経営品質賞では評価されません。

社員に「ああそうか！」という気づきがあり、

自主的に改善活動を続けることが重要なのです。

主要な様々な部門で実際に気づきと改善のため

の行動が行われることで、「Ａレベル」「ＡＡレ

ベル」「ＡＡＡレベル」というプラスの評価が

与えられます。

先に述べたように、アメリカが日本のマネジ

メントを研究したときに、「ＰＤＣＡ管理」が

弱点だと考えました。戦略やビジョンとそれを

実行していく業務推進の現場とが一体化するこ

とが重要なのです。

戦略を作るのは、「ＷＨＯ」「ＷＨＡＴ」「ＨＯＷ」

と言いましたが、ここでは、「ＷＨＹ」「ＷＨＡＴ」

「ＨＯＷ」がキーワードになります。上司が部

下に仕事を与えるときには、ただ単に「これを

やれ」「あれをやれ」と言うだけではだめです。

「ＷＨＹ（なぜ）」「ＷＨＡＴ（何のために）」そ

の仕事・目標に取り組むのかという理由を明確

にすることが大切です。

11．最後に

－どんな組織でも経営の本質は変わらない！

今の厳しい時代はまだしばらくは続くでしょ

う。だからこそ、お客様を大切にし、顧客満足

を組織のあり方、経営のあり方の中心に据えて
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いくことが求められます。経営品質向上プログ

ラムに取り組むことにより、経営の本質が見え

てくるはずです。「色が違う」「サイズにバラツ

キがある」といったものの品質は見えますが、

「世の中の変化にどれだけ対応できているか」

「実際にどれだけお客様の満足を満たしている

か」といった経営の品質はなかなか見えません。

経営品質向上プログラムに取り組めばそれが見

えるのです。今日の地方自治体にもっとも期待

されるのは産業界・企業と同様「顧客本位の経

営」だと思います。企業において「コスト低減」

が大変なプレッシャーになっていますが、単

に経費を下げるだけの経営は長続きしません。

何故ならお客様の満足と支持を得られないと、

競争に勝ち残ることができないからです。地方

自治体、行政の世界であっても経営の本質は変

わらないと思います。そのことをご理解いただ

き、経営品質向上プログラムに取り組んでいた

だきたいと思います。それが大阪と関西を元気

にすることにも貢献していくはずです。皆さん

方の今後のご活躍を心から期待して今日のお話

を終えたいと思います。
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う」という考え方が企業の側にもあったと思い

ます。今は経済的に低迷期ですので、「乱発し

ても買ってくれるわけではない。相手の求める

ものを作っていかなければならない」と商品提

供の価値判断も変わってきています。

また、情報化によって、こちらから提供する

だけではなく、お客様の方から「こういうもの

を提供してくれ」という声も出てきます。世界

中の情報が役場にもお客様にも入りますので、

お客様の中には「アメリカではこうしたという

ではないか。役場ではできないのか？」とおっ

しゃる方もおられます。そのように、情報の

「範囲」というものがなくなって世界的な規模

になってきましたので、こちらもお客様に負け

ていられない、たくさん情報を得なければなら

ないという環境になってきました。

私が新人のころは、例えば住民の方が「これ、

教えてちょうだい」と来庁されたとしても、

「職務上、お教えできません」という風に対応

していたこともありました。しかし、今は情報

公開ということで、個人情報以外の情報は公開

されて当たり前ですし、住民の方々にも知る権

利がありますので、役場側が「秘密の情報を握

っている」というような「勘違いの優越感」と

いうのは当然なくなっていきます。

滝沢村では住民の方々を「お客様」「顧客」

とお呼びするようになってきています。主導権

はお客様、住民の方々に移っています。住民の

目線で物事を考えなければならない、価値を決

める基準は住民の方々である、こちらから提供

するのではなくお客様が求めるものを提供しな

ければならないというふうに役場全体の価値観

が変わりました。

s制度の変化

地方分権一括法については、特にご説明は不

要かと思います。県の次に市、そして町村とい

う構図の中、村は一番底辺にいるわけですが、

しかし見方を変えれば、住民の一番近いところ、

つまり一番上に近いところにいるのは村なので

す。県庁の職員の方々ももちろん住民とは接し

ますが、毎日お客様のところに訪ねて行くのは

村の職員なのですから、もしかしたら私たちの

方がサービスを提供するのに有利なのではない

かというプラスの発想が出てきました。お金は

あまりないけれども、国などに依存しないで、

自分達で頑張ろうというふうに村自体の制度に

対する認識も変化しました。

d財政の変化

箱ものの維持や税収もなかなか見込めない等、

財政を取り巻く状況はどこの組織体も良いとこ

ろはないでしょう。滝沢村も税金の収入はそれ

ほど満足ではありません。税収減や地方債の自

由化などを受け、個性を発揮して、みんなが安

心して大切な資産を託してくれる行政にならな

ければならないというような考え方がうまれま

した。
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３．新しい時代の行政とは

a経営の範囲

住民満足を得るために、行政はどういうこと

をやっていかなければならないのか。また、自

立した行政を営むためには、どのようにすれば

いいのか。満足だけを提供できるわけではない

中、我慢してもらうところをどう納得していた

だくか。そういった新しい行政のあり方を次に

考えます。

まず、「住民の本当に求めているものは何か。

本当にサービスを全ての分野において提供して

ほしいのか。もしかしたら、ほっといてもらい

たい部分もあるのではないか」ということを、

住民の目線で考えることが必要です。どこまで

行政が関与していいものか。ＮＰＯなどの団体

もたくさんありますから、自分たちでやりたい

から行政は見ているだけでいいという場合もあ

ると思います。そういう範囲をちゃんと把握し

ていかなければいけません。

また、私たちが提供すべきサービスと企業な

どに担っていただくサービスといった分野わけ

も検討しなければならないのです。

高いレベルのサービスをやみくもに提供して

いくだけではなく、財政状況を考えながら、ど

こまでが行政で提供すべきレベルで、どこから

が住民の自己実現のレベルかという範囲も考え

なければならないのです。

s新しい行政改革の動き

わが社長、柳村村長は「これからは新自治経

営だ」という話をしています。従来の行政とい

うのは、「予算がついたからやりましょう」「補

助金が下りたからやりましょう」という感じが

あったと思います。私自身、新人のころは前例

にならって作業を進めたものですが、やはり２

年目あたりから、「こんな同じことをずっとし

ていくのだろうか」という疑問が生まれてきま

した。「前例踏襲」「予算ありき」「これをやっ

て100％予算を使えばいい」という考え方があ

ったのです。今考えれば、予算を抑えて浮かせ

ればいいのにと思うのですが、その当時は予算

執行率100％であることがベストだと勘違いを

していました。

これからは、「予算ありき」ではなく「ニー

ズありき」の時代です。お客様が求めていない

事業をすることはない、そこにお金をかけなく

てもいいだろうという考え方が必要ですし、去

年よりもいいことをやらなければいけない、無

駄だったものはやめなくてはならないという改

革・改善の思考が重要です。また、実績の

100％という主義よりも、お客様に100％満足し

ていただけたかどうかを基準にしていこうとい

うことで、滝沢村はＮＰＭ理論を取り入れるこ

とへ進みました。

岩手県内は町村レベルで部制を敷いていると

ころはほとんどありませんが、部長がいないと

はいえ結構な段階があり、書類が回るのも遅く、

何か遅延しているような感じがありました。そ

のあたりの段階の簡素化をし、もう少しフレキ

シブルな発想をしていこうではないかという考

え方が出てきました。

マネジメント・サイクルの導入というのは、

「Ｐ－Ｄ」「Ｐ－Ｄ」という流れから「Ｐ－Ｄ－

Ｃ－Ａ」という流れへの変換ということです。

つまり、「計画して実行した。次年度も計画し

て実行する」という流れから、「計画して実行

したら、その実績を把握して改善し、さらに改

善された計画をまた実行していく」というサイ

クルに変えていくことなのです。

また、戦略経営へのシフトということで、
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「戦略」「内部マネジメント」「外部マネジメン

ト」という三要素を挙げ取り組んでいます。滝

沢村には「戦略」という考え方がそもそもあり

ませんでした。「どの部分にも均等に」という

考え方だったわけです。これからは戦略で、

「今年はこの部分に手を打とう」というような

考え方をしていくことも必要になります。十分

な住民説明の責任を果たすとともに、均一では

ない策の打ち方という考えも取り入れるという

改革の動きが始まっています。

４．滝沢村のチャレンジ

a挑戦の歩み

なぜ岩手県の村レベルでこんな改革が始まっ

たのだろうかと疑問に思われる方が多いと思い

ます。実際、視察を受けるときもそういうご質

問を受けます。

滝沢村は村としては人口日本一です。「日本

一」という言葉に心がうきうきしたりもしまし

たが、ただ「人口日本一の村」は他力本願とい

うと嫌な言い方ですが、ベッドタウンとして発

展してきたという背景がありますので、決して

滝沢村の魅力に引かれて居を移してこられたと

いうわけではないと思ったのです。その現実を

感じ「これではいけない。滝沢村の個性をどん

どん出して、滝沢村に住みたいという方々を増

やしていこう」というチャレンジが始まりまし

た。

その一番強い思いを持っていたのが、現村長

の柳村純一社長だと思います。なぜ「社長」と

呼ばれているかをお話ししますと、平成６年11

月の村長選で当選した社長が村長訓示の第一声

が「弊社の皆さん」と切り出したからなのです。

「これからは経営の時代だ。一緒に会社をなん

とかしよう」という感覚で入ってこられたので、

職員は一同びっくり状態で、「なんであんな言

い方をするんだろう」と思ったそうです。爆弾

発言が多い社長に職員も「これは何か変わって

しまいそうだぞ」という予感があったようです。

選挙運動中、社長が遊説しながら村民の方た

ちの声を聞いた際「役場の人たちにいくら言っ

ても全然聞いてくれない」「やってくれるんだ

かさっぱりわからないし、返事はこない」「何

をやってるんだかわからない」と言われること

が多く、住民の方々は行政に対して不信感があ

るということを肌で感じていたそうです。そこ

で、村政を透明にするため情報公開は絶対しな

ければならないということで、村レベルでは比

較的早い平成６年に、村長訓示で「情報公開を

とにかくする」と宣言してしまったそうです。

しかし、情報公開というのはかなりのレベル

で勉強しなければいけませんし、準備も大変で

す。ですから、担当課長は「どうせやるなら半

端なものは出したくない。頼むから３年時間を

ください」と言ったそうです。そして、平成10

年に情報公開がスタートしました。情報公開に

は庁内ＬＡＮの導入が必須だということで、庁

内にパソコンも配備され、今では事務系の全職

員の机にパソコンが１台という環境にあります。

情報公開とともに導入した文書管理については

考え方としてロケーション管理という「この文

書はこの保存庫のここに管理してあります」と

いう方法を取り入れました。当時としては、そ

のロケーション管理の考え方が評価され大臣表

彰をいただきました。このことも励みとなり、

そこから改革のスピードがぐっとアップしまし

た。情報公開を導入するときにはかなり研修会

も開催しましたが、その研修会を重ねるうちに

職員の頭も「考える」ことに慣れていきました。

平成11年には、当時としては初めてＩＳＯ
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9001、14001の同時認証取得宣言をしました。

最初はどちらが14000なのか9000なのかもわか

らない感じだったのですが、省エネというか、

ムリ・ムダをなくそうという考え方の14001は

家計のやりくりのような感じで取り入れやすか

ったですし、9001にしても当時は94年版でした

ので、「事務のフローを作ればいいのだ」と、

書類作成のプロの行政職員ですから、頑張って

書類を作ってなんとか取得しました。ただ、94

年版での取得は顧客満足という視点がまだ曖昧

で、本来の姿の一歩手前のレベルだったように

今では感じています。

そして、これと同じ時期に行政経営品質に着

手しました。岩手県、三重県、高知県、三鷹市

に次いで５番目になりますが、行政の状態を外

部に診断していただくことになりました。これ

に対応するため内部の活動チームを作り勉強会

がスタートしました。13年度には12年度から始

まったものを引き継ぐかたちで、庁内の課を対

象にセルフアセスメントを行い、結果について

はプレゼンテーションも行いました。

平成14年度には行政経営モデルの構築に着手

しました。外部機関からいただいていた全庁の

フィードバック・レポートで指摘事項を改善し

ていくことが必要だったのですが、それ以前に

そもそも経営の「理念」がないということが問

題としてありました。掲げられているものはあ

るものの総花的で、理念という感じではない、

何を目指していったらいいのかわからないとい

うことで、まず理念を作りあげることから行政

経営モデルの構築に向けて着手したのです。そ

れと同時に組織のフラット化の第２段階として、

部制をスタートさせ課長補佐の職をなくしまし

た。

この10月からは、まだ試験段階ではあります

が、庁内簡易アセスメントに着手しています。

80～100ページの記述書を作成するのではなく、

対話形式でアセスメントをやってみようという

試みです。

sリーダーの思い

「これからは経営だ。頑張らなければつぶれ

るかもしれないんだぞ」という危機感のような

ものを社長は常に発信します。結構口がきつい

ので、「お前らだって、いつクビを切られるか

わからないぞ」という言い方までします。「住

民志向」そして「ＮＰＭの考え方」でいこうと

いうことで、リーダーは「これからは経営だ」

と口を酸っぱくして言っているのです。就任当

初からの口癖は「住民の２歩先を行け」でした。

１歩先ぐらいでは住民にすぐ追いつかれる。下

手をすれば追い越されるから、２歩か３歩前を

行けということです。これは全職員の身にしみ

ています。

社長の人柄自体は行政職員にとってカルチャ

ーショックでした。村長室に座っていることは

あまりなく、業務担当者のところをぐるぐる回

っています。村民ホールのあたりも歩き回って

います。また、ＩＳＯのときもそうでしたが、

いきなり公の場所で宣言します。こちらの予想

以上のことをしゃべるので、目が離せないし、

こちらもアンテナを高くしていなければ社長の

「今」の考えがわからなくなってしまうので、

職員も以前よりも勉強しなければならないとい

う状況におかれました。

それから、「オフサイト・ミーティング」と

村長は言っているのですが、課長や部長だけで

はなく、新人職員ともどんどん飲みに行くので

す。そういうところで社長自身が現場の声を聞

こうという思いなのか、単にお酒の席が好きな
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のか、どちらもだと思いますが、そうやって多

くの職員と議論をしています。若いころから

「経営というのはこういうものだ」「俺は今、こ

ういうことを考えている」ということを聞いて

いるので、若い職員も意識がどんどん高くなっ

てきているように感じます。そんな社長ですの

で職員のこともよく理解してくださっています。

社長いわく「全職員知ってる」そうで、「あい

つは最近、顔色がよくないぞ」という、ちょっ

とした声掛けもしてくれますので、リーダーと

職員の信頼関係のようなものも生まれます。

「俺、きついんだよな」というようなことを社

長にぐちってみたりしているようで、社長に言

えばわかってくれるんじゃないかという雰囲気

があります。中抜きというわけではありません

が、現場職員とリーダーの交流は良好です。そ

ういったことは、リーダーの思いが第一線で働

く職員まで伝わっているということで、いい点

だったのではないかと思います。

d行政運営と行政経営

自己の反省をもってなのですが、以前は、課

員、係長、補佐、課長という４段階の流れで書

類を処理していました。総務課時代は公の機関

との関わりが多かったので、それで何の疑問も

なくすんでいたのですが、水道事業所に異動す

ると、業者の方はみなさん「なんで役場さんは

書類が出てくるのがこんなに遅いのか」とおっ

しゃるのです。「こうやって決裁を取るから、

３日ぐらいはかかる」と言ったら、「なんでそ

んなにみんなに聞かなければならないのか」と

も言われました。責任を持って説明できるとす

れば、なにもこんなに段階を踏まなくてもいい

のではないかと思いました。「中抜き」という

と聞こえが悪いのですが、もっとオープンにフ

レキシブルにしていけばいいのではないかと考

えます。リーダーも個々を把握し、個々も責任

を持ってリーダーに意見を上げる。もしかした

ら、そういうフレキシブルな組織の方が、自由

ないい意見が生まれてくるのではないかという

ことで、新しい職場像として、役場ではこのよ

うな考え方をしています。

f新しい行政のかたち

本年度は日本経営品質賞にパイロット審査と

いうことで、地方自治体版が創設されましたが、

その自治体版ガイドブックの中では行政を「非

常に複雑な問題を取り扱っている」としていま

す。例えば、福祉部門を手厚くすれば、税務部

門に反動がくるかもしれないというような、あ

ちらを出せばこちらが引っ込むような複雑な関

係があります。そこで、もっと全体を見なけれ

ばいけない、この部門だけがよくてもだめで、

全体的に社会、地域がよくなるという全体思考、

全体最適を考えていく必要があります。情報を

活用して、それをベースに全体思考でやってい

こうとする地域が望ましいのではないかと考え

ています。

滝沢村では住民アンケートを実施しています。

その結果、住民の方々は「負担を増やしてまで

どんどんサービスをしてくれなくてもいい」と

思っているということがわかりました。聞いて

みてよかったなと思ったのですが、住民の方々

もそういう方向だとしたら、自分たちもやって

いけるということで、私たちの改革のあと押し

をしてくれるような結果だったと思います。

g滝沢村の行政経営のビジョン

滝沢村では現在の総合計画が16年度を目標年

度にしていますので、平成17年度を出発点とす
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る新しい総合計画の策定に着手しています。

「新総合計画」は「戦略計画」という位置づけ

です。滝沢村の行政としての理念を構築し、戦

略的に行政を経営していくＮＰＭ志向で回して

いくということなのです。今現在は加速度をあ

げて経営改革をしているために、現場職員にと

ても負担が出てきています。しかし、17年度か

らは民間へ委託できるものなどは積極的に委託

するなどしてスリムな行政体になっていこうと

考えています。滝沢村の目指す方向性は「小さ

く高性能な政府」です。むだな肉をそぎ落とし、

スリムでフットワークのいい高性能な行政体に

なろうという考え方をしています。

ＮＰＭのコンセプトは、市場志向、成果志向、

顧客志向、分権化志向、協働化志向です。この

「協働」という言い方を昔はしていませんでし

た。「協同」、同じところにいればいいというよ

うな使い方をしていましたが、同じレベルで働

いていこうという感じで、滝沢村では「協働化

志向」をコンセプトとして挙げています。

５．滝沢村の行政経営品質

a平成12年度の取り組み

滝沢村は、平成12年度から行政経営品質を開

始しました。まず、外部機関の方を呼んで、首

脳部に対してプレゼンテーションを行いました。

その後、全庁へのオリエンテーションを行い、

企業の方を招いてどのような活動であるのかの

ご紹介をいただきました。

それを少し他人事のように聞いていた職員の

数名に「行政経営品質部会を設置する。あなた

が任命されました」という抜き打ちのような通

知がきました。私もその中の１人なのですが、

アセッサー・チームということで10名が任命さ

れました。これはあて職ではなく、「好きそう

なのではないか」というような人を選んでみた

そうです。職員の中には、新しいことが好きな

方、アンテナが高くて、どんどん新しいことを

聞いてくるという方がいます。また、私のよう

な村外居住者の一歩引いた外部の目で見られる

ことも必要だったようです。

診断をする勉強とともに、組織の状態を正直

に記述する全庁の記述書作成チームの勉強もス

タートしました。岩手郡内では進んでいる方か

なという思いはありましたが、もう一度外部に

診断してもらおうということで、外部の審査を

入れようということになったのです。その結果、

自分たちがいかにできていなかったかというこ

とがわかりました。外部の審査のフィードバッ

ク・レポートを受け取った時よりも、むしろ記

述をしていく段階で、「これも書けない」「あれ

も書けない」という「気づき」が生まれました。

ここが改革へのスタートだったと思います。そ

して、職員が職員に対して自分たちの状態を正

直に話すプレゼンテーションが行われたのです。

s平成13年度の取り組み

平成13年度になり、活動の枠をもっと広げよ

うということになりましたが、推進者をあて職

のような感じにはしたくなかったので、公募で

アセッサーとなる職員の希望者を募りました。

改善のプロジェクト活動もスタートし、フィー

ドバック・レポートで指摘された数点に絞って、

主に前年度に記述担当をした者が、それをどの

ようにしていったらいいかということを検討す

るチームを設けました。検討した結果は全職員

の前でフィードバックしました。

アセスメント部会は、アセッサー養成Ｇ１～

Ｇ３を受講しました。Ｇ３まで行けたのは部員

42人中30人ぐらいでしたが、「自分たちで自分
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たちの村の状態を評価できるようになろう」と

いうことで研修し、庁内の課のアセスメントを

行いました。外部機関にも診断していただきま

したが、外部評価と内部評価ではあまり開きは

なく、自己満足でただ点数をつけるのではなく

行政とは少し離れた客観的な視点で物事が見ら

れるようになったのだと感じました。このＧ１

～Ｇ３は結構きつい研修でしたが、その分、受

講した職員の「気づき」も大きかったように思

っています。

改善活動部会では、テーマを絞って発表しま

した。カテゴリー・改善テーマとしては、施策

展開とビジョンの確立が何よりも先にやらなけ

ればならないことだと認識しました。

また、マーケティングの思考を入れようとい

うことで、マーケティング研究会がスタートし

ました。ある先生から、「マーケティングとい

うのは、好きじゃないとできない。とにかく新

しいことが好き、みんなの考えていることを知

りたいと思うような人が向いている」というお

話をいただいたのですが、このときは広聴広報

課の方に入っていただいて、あとは好きな方、

興味のある職員に集まってもらいました。自分

たちが某企業の営業社員になってプレゼンする

という実体験つきの楽しい研修でしたが、私た

ちに足りない視点が見えてきて、有意義な研修

だったと思います。発想転換にぜひお勧めの研

修です。この研修の結果、私たちが考えたこと

ですが、防災や安全は行政が担わなければなら

ない範囲で、どこに厚くといったことはできな

いだろうと思います。ただ、自己実現や趣味の

講座などに関しては、むしろ民間にプロの方が

おられるので、いいのではないか。マーケティ

ングの思考を入れながら、住民の意向を聞いた

り、民間にお願いしたり、住民に担ってもらい

ながらやっていくことができる範囲がたくさん

あることを実感しました。

平成13年度までの取り組みは、いろいろな部

会を立ち上げましたので、全庁としてはかなり

の人数が活動にかかわったことになりました。

d今年度の取り組み

14年度は、経営モデルの構築に着手し、まず

経営理念が策定されたところです。これがなけ

れば何を目指しているのかわからないというこ

とで、とにかく理念を明確にすることを最優先

にしました。何もかもは同時にできませんので、

いったんほかの改善活動はストップするかたち

になってしまいましたが、10月からは、まだア

セスメントを受けていない課に対して改善への

ヒントを提案する簡易アセスメントが始まりま

した。80ページの記述書は負担でしょうからダ

イアローグ形式で、お互いに話し合って気づき

を得てみないかということで、庁内のアセッサ

ーと課の方々との対話をしながら行う形式にな

っています。

この活動を支援する認定セルフアセッサーに

ついても、今後人数を増やして体制を整えたい

と思い、引き続き養成しています。

f導入効果

議員視察を受けると、「効果は何なのですか」

と聞かれますが、実は効果はなかなか目に見え

ません。１年、２年では出ないものなのではな

いかと思っています。まだ内部改革ですので、

効果はなかなか住民の方々に見えないようで難

しいところだとは思うのですが、確実に庁内の

職員は変わってきています。意思決定がスリム

化されましたし、わかりやすくなりました。一

部の部署では、アンケートやグループインタビ



118

ューで住民の意見をどんどん聞いて参考にした

り、提案をそのまま入れるようなかたちで行う

事業も増えてきました。また、ある部では毎週

何曜日かに議論の場を設けています。テーマだ

けを決めて、部長から１年目の新人職員まで自

由に議論するのです。議論の大事さや面白さが

本当にわかってきたようです。

また、「対立構造のある組織は健全な組織体

だ」とは言うのですが、やはり革新派がいると

抵抗勢力のようなものもあり、そのような構図

がうかがえるようになってきました。滝沢村役

場は組合との強い対立はなかったのですが、こ

こにきて抵抗勢力の方たちとの意見の戦いも出

てきています。しかし、そういうものが出るの

は健全な組織なのだ、傍観しているだけがいい

わけではないという声を励みに、頑張っている

ところです。

６．さらなる改革に向けて

詳しくはホームページをご覧いただきたいと

思うのですが、経営理念をまず確実に持って、

それに基づいた方針を決めようということが根

底にあります。基本となる経営の姿勢の方針、

職場のあり方、組織体の１人としてどう行動す

べきかということを方針として決め、迷ったと

きはそこに立ち返る。うちの社長は「羅針盤」

という言い方をしましたが、そういう源となる

ものを作ろうということで、行政経営理念を構

築しました。

「幸せ地域社会の実現をめざします」という

のが滝沢村の理念です。人それぞれ幸せの感じ

方は違いますが、個々の幸せと地域社会の幸せ

という考えを念頭に置いて仕事を進めていこう

ということです。迷ったときも、「これで本当

に幸せな社会が築けるのだろうか」というとこ

ろに戻って仕事を組み立てようということで、

この理念が制定されました。

「地球的視野から」というのも社長の口癖で

す。社長が、「顧客はだれなのか」と聞かれた

ときに、「人類みんな」と言ったことがありま

した。地球上にいるすべての人なのです。今の

情報化社会ですから、もしかすると滝沢村のホ

ームページを世界中の人たちが見ているかもし

れない。そのような見方を私たちに説いてくれ

る社長ですので、私たちも地球的視野からもの

を見ていこうということで、この理念が作り上

げられました。この理念をもとに「経営の姿勢」

「職場のあり方」「行動指針」を私たちで制定し

ました。

行動指針については「かわります」をキャッ

チフレーズに、顧客に一番近い行政体を目指そ

うということで頑張っていきます。今、みんな

の向きが一点に集まりつつある状態です。それ

が私たち職員だけではなく、議会の方々、住民

の方々と一緒に、地域として全体が一点を見つ

めていけるようなものが出来上がれば理想だと

思います。ただ、私たちの村ではまだそこまで

はいっていません。「地域デザイン」という住

民の方々の話を伺う機会があり、その過程で、

住民の方々がすごく高いレベルでお話ししてい

らっしゃるのを職員も肌で感じています。滝沢

村という地域社会が目指すべきものがいつか必

ず見えてくるのではないかという思いで、行政

の理念を構築したところです。

平成17年度からの次期総合計画についても、

社会全体を見つめて、社会全体がよくなるよう

な計画を顧客のみなさまとともに創りあげてい

けたらという思いでおります。
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１．滝沢村の概要

滝沢村は岩手県の大体中央に位置しています。

県庁所在地の盛岡市に隣接している関係もあっ

て、ベッドタウン的な村です。人口は約５万

2000人、また、村の北部に岩手県立大学や盛岡

大学が相次いでできた関係で、学生が多く、平

均年齢も比較的若い村です。バブル期には周辺

の岩手郡の町村からすれば財源的に豊かだとも

言われていましたが、今では財源的にかなり苦

しい状況にあります。職員の大量採用や箱もの

建設などのツケが今になって出てきているよう

な感じです。

そのような状態から脱出し、少しでも「マシ

な状態」、その上で「良い状態」になるため、

滝沢村は様々な改革に取り組んできました。

本日は、滝沢村の変革の背景と、新しい行政

をどのように考えているか、そして、具体的な

行政経営品質向上活動についてご説明したいと

思います。

２．変革の背景

a意識の変化

「何をやるにもまず分析」というのが、役場

の中で通説になりつつあります。外部環境をま

ず分析し、自分たちが今どういう状況に置かれ

ているかを把握しなければなりません。数年前

の東北はのんびりとした風土でしたが、情報化

社会の訪れとともに東北でも瞬時に様々な情報

「岩手県滝沢村の取り組み」 

滝沢村経営企画部経営企画課　　　　 

久　保　雪　子 さん 

第２部 

が首都圏と同じように入ってくるようになりま

した。滝沢村役場は若い職員が多いということ

も後押ししてＩＴ化が急速に進みました。情報

は入ってくるし、自分からも様々な情報を得ら

れるという状況となり「この流れに置いていか

れたら大変だ」という意識が生まれ始めました。

また、住民の方たちも多くの情報を得るよう

になり、私たちが情報を教えていただくように

もなりました。私の上司は「時代の座標軸が変

わった」という言い方をしたのですが、今まで

は情報は行政から与えるものと思っていたもの

が、住民の方々が積極的に情報収集するように

変化しています。私たちも外部環境の変化を認

識し始めたわけです。

さらに、地方分権一括法の施行により国と地

方の関係が制度上変わりました。権限委譲が進

み、村にも権限が下りてきます。当初「下りて

きてしまう」という考え方もありましたが、

「自分たちで個性を発揮できるチャンスである」

というふうに視点を変え、「独自性を出してい

こうではないか」ということで変革がスタート

しました。

まず、企業と行政の違いということから言え

ば、以前は「公だから」「企業だから」という

切り分けがあったと思いますが、どちらにして

も、何かをお客様（受け手）に提供することに

変わりはないのです。今、商品提供の構図も変

化しています。以前は「作った物を買ってもら
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